
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

繰延資産 純資産合計 24,163,701-
29,303,898資産合計 負債及び純資産合計 29,303,898

31,477

△ 288

650,057

2,884,488
-

-
-

-
2,884,488

95,691

770,326

15,802

4,686,461

-
-

79,889
-

434,782

-
△ 669,362

-

△ 10,038,018
-
-

-
-

12,829,125

△ 4,425,867
47,972

3,227,863

-

1,974 -

-

-
25,070,969

49,542
- 34,983

△ 868,598

28,589,568

-

-
負債合計

- -
- -

-

5,140,196

-

-

△ 14,585,571 630,611
1,435,837 546,086

17,726,575 -
3,097,854 442,731
3,528,112

25,741,864 4,509,585
21,055,402 4,066,854

-

【様式第１号】

科目 科目 金額金額

全体貸借対照表
（平成31年3月31日現在）

-

-
53,830

4,011,737
-

3,562,034

27,490

4,505,751
494,014

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト 5,933,566

58,857

15,656

-

-

7,711

7,711

-

-

2,263,019

49,542

△ 36,698

74,512

91,845

57,968

288

33,589

3,008,993

2,394,399

5,866,765

378,653

394,742

1,012,819

172,736

935,262

-

314,938

222,005

8,826

【様式第２号】

全体行政コスト計算書

科目 金額

238,389

6,261,506

3,252,514

897,650

646,417

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 28,685,617 △ 4,630,731 -

純行政コスト（△） △ 5,933,566 -

財源 5,994,005 -

税収等 4,597,057 -

国県等補助金 1,396,948 -

本年度差額 60,440 -

固定資産等の変動（内部変動） △ 144,424 144,424

有形固定資産等の増加 486,065 △ 486,065

有形固定資産等の減少 △ 967,929 967,929

貸付金・基金等の増加 414,829 △ 414,829

貸付金・基金等の減少 △ 77,389 77,389

資産評価差額 -

無償所管換等 48,375

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

その他 - 0

本年度純資産変動額 △ 96,049 204,864 -

本年度末純資産残高 28,589,568 △ 4,425,867 -

-

他団体出資等分
合計科目

△ 5,933,566

5,994,005

4,597,057

1,396,948

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

108,816

24,163,701

【様式第３号】

全体純資産変動計算書

24,054,886

60,440

0

-

-

48,375

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

（単位：千円）

経常費用
業務費用

人件費 　
職員給与費
賞与等引当金繰入額
退職手当引当金繰入額
その他

物件費等
物件費
維持補修費
減価償却費
その他

その他の業務費用
支払利息
徴収不能引当金繰入額
その他

移転費用
補助金等
社会保障給付
その他

経常収益
使用料及び手数料
その他

純経常行政コスト
臨時損失

災害復旧事業費
資産除売却損
投資損失引当金繰入額
損失補償等引当金繰入額
その他

臨時利益
資産売却益
その他

純行政コスト
財源

税収等
国県等補助金

本年度差額
固定資産等の変動（内部変動）

有形固定資産等の増加
有形固定資産等の減少
貸付金・基金等の増加
貸付金・基金等の減少

資産評価差額
無償所管換等
他団体出資等分の増加
他団体出資等分の減少
その他

本年度純資産変動額
前年度末純資産残高
本年度末純資産残高 24,163,701 28,589,568 △ 4,425,867 -

108,816 △ 96,049 204,864 -
24,054,886 28,685,617 △ 4,630,731 -

- -
0 - 0

48,375 48,375
- -

△ 77,389 77,389
- -

486,065 △ 486,065
△ 967,929 967,929

414,829 △ 414,829

1,396,948 -
60,440 60,440 -

5,994,005 5,994,005 -

他団体出資等分
7,711

-
5,933,566 5,933,566

4,597,057 4,597,057 -

△ 144,424 144,424

-
固定資産等形成分

1,396,948

2,263,019
1,012,819

172,736
5,866,765

74,512
58,857
15,656

余剰分（不足分）
金額

-
-

7,711

-

【様式第２号及び第３号】

全体行政コスト及び純資産変動計算書

3,008,993
2,394,399

314,938

378,653
8,826

394,742
222,005

金額科目

91,845
57,968

288
33,589

935,262
-

6,261,506
3,252,514
897,650
646,417
49,542

△ 36,698
238,389



自　平成30年4月1日

至　平成31年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

前年度末資金残高 636,294

847,079

111,482
68,290

17,011

△ 21,220

400,747
7,080

9,099

611,790

486,065

611,790
-

438,500
438,500

-

本年度末資金残高 615,073

217,949
166,067
58,857
58,857

-

本年度資金収支額

【様式第４号】

全体資金収支計算書

8,826

5,356,317
2,347,324

929,891
1,327,757

科目 金額

57,968
31,709

3,008,993
2,394,399

378,653

6,262,253
4,592,772
1,285,466

7,000
-

205,881

-

△ 173,290

△ 695,010

46,882
△ 11,899

34,983

-

900,892

650,057

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。



注記

１. 重要な会計方針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産
取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和 59 年度以前に取得したもの

再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としています。

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの

取得原価
取得原価が不明なもの

再調達原価

② 無形固定資産
原則として取得原価
ただし、取得原価が不明なものは、再調達原価としています。

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法
① 満期保有目的有価証券

償却原価法（定額法）

② 満期保有目的以外の有価証券
ア 市場価格のあるもの

会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ 市場価格のないもの

取得原価（又は償却原価法（定額法））

③ 出資金
ア 市場価格のあるもの

会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ 市場価格のないもの

出資金額

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）

定額法を採用しています。

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）
定額法を採用しています。

（４）引当金の計上基準及び算定方法
① 徴収不能引当金

② 退職手当引当金

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1
円としています。

長期延滞債権については、過去3年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可
能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（5年）に基づく定額法に
よっています。）

未収金については、過去3年間の平均不納欠損率により（又は個別に改修可能性を
検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職
手当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益
のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を計上しています。



③ 損失補償引当金

④ 賞与引当金

（５）全体資金収支計算書における資金の範囲

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
① 消費税の会計処理

税込方式を採用しています。

② 物品及びソフトウェアの計上基準

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２．重要な会計方針の変更等
（１）会計方針の変更

重要な会計方針の変更はありません。

（２）資金収支計算書における資金の範囲の変更
資金収支計算書における資金の範囲の変更はありません。

３．重要な後発事象
該当する事象はありません。

４．偶発債務
該当する事象はありません。

５．追加情報
（１）対象範囲（対象とする会計名）

一般会計、国民健康保険事業特別会計（事業勘定）
国民健康保険事業特別会計（直営診療施設勘定）、下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計

（２）出納整理期間

（３）表示単位未満の取扱い

（４）売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
該当する資産はありません。

なお、水道事業特別会計について平成29年度より地方公営企業法の財務規定等が適用
の地方公営事業会計に移行したことにより、対象外になりました。

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健
全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上して
います。

翌年度6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額
の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上していま
す。

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3カ月以内の短期投資など）を資金
の範囲としています。なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引に
より発生する資金の受払いを含んでいます。

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の
場合に資産とし て計上しています。

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受
け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治
体法第235条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖す
る。」）

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。


